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第１ 訪問リハビリテーションの概要 

【訪問リハビリテーションとは】 

 介護保険法第８条第５項において、訪問リハビリテーションは、「居宅要介護者<注１>（主治

の医師がその治療の必要の程度につき厚生労働省令で定める基準<注２>に適合していると認めた

ものに限る。）について、その者の居宅において、その心身の機能の維持回復を図り、日常生活

の自立を助けるために行われる理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーション」と規定さ

れている。 

 

 

<注１>居宅要介護者とは 

  要介護者であって、居宅において介護を受けるものをいう。 

なお、居宅には次の施設における居室も含まれる。 

（法第８条第２項、法施行規則第４条）。 

  ・養護老人ホーム（老人福祉法第２０条の４） 

  ・軽費老人ホーム（老人福祉法第２０条の６） 

  ・有料老人ホーム（老人福祉法第２９条第１項） 

 

 

<注２>厚生労働省令で定める基準について 

  病状が安定期にあり、居宅において、心身の機能の維持回復及び日常生活上の自立を

図るために、診療に基づき実施される計画的な医学的管理の下における理学療法、作業

療法その他必要なリハビリテーションを要することとする。 

（法施行規則第８条、第２２条の７）。 
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【介護予防訪問リハビリテーションとは】 

 介護保険法第８条の２第５項において、介護予防訪問リハビリテーションとは、「居宅要支援

者<注３>（主治の医師がその治療の必要の程度につき厚生労働省令で定める基準<注２>に適合し

ていると認めたものに限る。）について、その者の居宅において、その介護予防<注４>を目的と

して、厚生労働省令で定める期間<注５>にわたり行われる理学療法、作業療法その他必要なリハ

ビリテーション」と規定されている。 

 

 

<注３>居宅要支援者とは 

  要支援者であって、居宅において支援を受けるものをいう。 

なお、居宅には次の施設における居室も含まれる。 

（法第８条の２第２項、法施行規則第４条）。 

・養護老人ホーム（老人福祉法第２０条の４） 

  ・軽費老人ホーム（老人福祉法第２０条の６） 

・有料老人ホーム（老人福祉法第２９条第１項） 

 

 

<注４>介護予防とは 

  身体上又は精神上の障害があるために入浴、排せつ、食事等の日常生活における基 

本的な動作の全部若しくは一部について常時介護を要し、又は日常生活を営むのに支 

障がある状態の軽減又は悪化の防止をいう（法第８条の２第２項）。 

 

 

<注５>「厚生労働省令で定める期間」とは？  （法施行規則第２２条の２） 

  居宅要支援者ごとに定める介護予防サービス計画において定めた期間 
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第２ 指定基準編 

１ 人員、設備に関する基準 

 
従業者の員数 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士：適当数 
設備・備品等 
 
 

(1)病院・診療所・介護老人保健施設であって、 
(2)必要な広さ（利用申込の受付、相談等に対応するのに適切なスペー
ス）の専用区画、サービス提供に必要な設備・備品等を備える。 

＊ 設備及び備品等については、当該病院等における診療用に備え付けられたものを使用する

ことができるものである。 
 
みなし指定（病院・診療所） 
介護保険法第７１条第１項 
同法施行規則第１２７条の規定によりみなし指定となっている。 
（但し、別段の申出を行った場合はみなし指定とならない） 
 
 
 
 
 
 
（基準省令・告示・通知） 

項  目 略 称 名    称 

 居宅基準 
指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準 
（平成 11年厚生省令第 37号） 

 予防基準 

指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定
介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に
関する基準 
（平成 18年厚生省令第 35号） 

人員・設備・運営 

 解釈通知 
指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準に
ついて（平成 11年老企第 25号） 

 居宅算定 
 基  準 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準 
 （平成 12年厚生省告示第 19号） 

 予防算定 
 基  準 

指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準 
 （平成 18年厚生省告示第 127 号） 

 居  宅 
 留意事項 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通
所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及
び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定
に伴う実施上の留意事項について（平成 12年老企第 36号） 

介護報酬の算定 

 予  防 
 留意事項 

指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制
定に伴う実施上の留意事項について（平成18年老計発第03170001
号ほか） 
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２ 運営に関する基準 

【訪問リハビリテーションに固有なもの】 
 
（１）指定訪問リハビリテーションの基本取扱方針（居宅基準 79条） 
   指定訪問リハビリテーションは、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資する

よう、リハビリテーションの目標を設定し、計画的に行われなければならない。 
   指定訪問リハビリテーション事業者は、自らその提供する指定訪問リハビリテーショ

ンの質の評価を行い、常にその改善を図らなければならない。 
（２）指定訪問リハビリテーションの具体的取扱方針（居宅基準 80条） 
   指定訪問リハビリテーションの提供は理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が行う

ものとし、その方針は、次に掲げるところによるものとする。 
一 指定訪問リハビリテーションの提供に当たっては、医師の指示及び次条第一項に

規定する訪問リハビリテーション計画に基づき、利用者の心身機能の維持回復を図

り、日常生活の自立に資するよう、妥当適切に行う。 
二 指定訪問リハビリテーションの提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、

利用者又はその家族に対し、リハビリテーションの観点から療養上必要とされる事

項について、理解しやすいように指導又は説明を行う。 
三 常に利用者の病状、心身の状況、希望及びその置かれている環境の的確な把握に

努め、利用者に対し、適切なサービスを提供する。 
四 それぞれの利用者について、次条第一項に規定する訪問リハビリテーション計画

に従ったサービスの実施状況及びその評価について、速やかに診療記録を作成する

とともに、医師に報告する。 
（３）訪問リハビリテーション計画の作成（居宅基準 81条） 
   医師及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、当該医師の診療に基づき、利用

者の病状、心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、当該サービスの目

標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した訪問リハビリテー

ション計画を作成しなければならない。 
   訪問リハビリテーション計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当

該計画の内容に沿って作成しなければならない。 
   医師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士は、訪問リハビリテーション計

画の作成に当たっては、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者

の同意を得なければならない。 
   医師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士は、訪問リハビリテーション計

画を作成した際には、当該訪問リハビリテーション計画を利用者に交付しなければなら

ない。 
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（４）訪問リハビリテーションの実施手順（解釈通知） 
平成２１年の介護報酬改定においてリハビリマネジメント加算が本体報酬に包括化

された趣旨を踏まえ、リハビリテーションの実施は以下手順を踏まえて行われることが

望ましい。 
イ 医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、介護職員その他の職種

の者が多職種協同によりリハビリテーションに関する解決すべき課題の把握（以下

「アセスメント」という。）とそれに基づく評価を行って訪問リハビリテーション計

画の作成を行うこと。 
ロ 必要に応じ、介護支援専門員を通して、他の居宅サービス事業所のサービス担当

者に対してリハビリテーションに関する情報伝達（日常生活上の留意点、介護の工

夫等）や連携を図るとともに、居宅サービス計画の変更の依頼を行うこと。 
ハ 利用者ごとのリハビリテーション実施計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に

応じて当該計画を見直すとともに、その内容を利用者又はその家族に説明し、その

同意を得ること。 
ニ 利用を終了する前に、関連スタッフによる終了前リハビリテーションカンファレ

ンスを行うこと。その際、終了後に利用予定の居宅介護支援事業所の居宅介護支援

専門員や他の居宅サービス事業所のサービス担当者等の参加を求めること。 
ホ 利用終了時には、サービス担当者会議等を通じて、居宅介護支援事業所の介護支

援専門員や利用者の主治の医師に対してリハビリテーションに必要な情報提供を行

うこと。 
 
 
 
 
【ほとんどのサービスに共通するもの】 
 
内容及び手続の説明及び同意 

あらかじめ利用申込者又は家族に、運営規程の概要等サービス選択に関する重要事項を文書で説明、

同意を得て提供を開始する。 

 

提供拒否の禁止 

正当な理由なくサービス提供を拒んではならない。 

 

サービス提供困難時の対応 

事業実施地域等の関係で適切な提供が困難な場合、居宅介護支援事業者に連絡、他事業者の紹介等を

行う。 
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受給資格等の確認 

被保険者証により、認定の有無や有効期間を確認のうえ、認定審査会意見があるときには、それに

配慮して行う。 

 

要介護認定の申請に係る援助 

認定申請を行っていない利用申込者の申請を援助する。 

 

心身の状況等の把握 

サービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、病歴、環境、他の保健医療のサービス・福

祉サービスの利用状況等を把握する。 

 

居宅介護支援事業者等との連携 

居宅介護支援事業者や保健医療・福祉サービス提供者と連携し、サービス提供終了時には情報を提

供する。 

 

法定代理受領サービスの提供を受けるための援助 

現物給付化の要件を満たしていない利用申込者・家族に、手続等を説明し援助する。 

 

居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 

居宅サービス計画を作成している利用者に、計画に沿ったサービスを提供する。 

 

居宅サービス計画等の変更の援助 

利用者がサービス計画変更を希望する場合は、居宅介護支援事業者への連絡等の必要な援助を行う。 

 

身分を証する書類の携行 

従業者は身分を証する書類を携行し、初回訪問時と利用者・家族から求められたときは提示する。 

 

サービスの提供の記録 

提供日・内容や代理受領額等をサービス計画記載の書面等に記載し、利用者から申し出があれば利

用者にその情報を提供する。 

 

利用料等の受領 

 通常の事業の実施地域以外で行う場合は、それに要した交通費の額の支払を利用者から

受けることができる。 

 

保険給付の請求のための証明書の交付 

現物給付とならない利用料の支払いを受けた場合、内容・費用別を記載したサービス提供証明書を
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利用者に交付する。 

 

利用者に関する市町村への通知 

利用者が正当な理由なく指示に従わず要介護状態等の程度を悪化させたときや、不正な受給がある

とき等は意見を付け市町村に通知する。 

 

管理者の責務 

管理者は､事業所の従業者・業務の管理を一元的に行い、規定を遵守させるため必要な指揮命令を行う。 

 

運営規程 

事業の運営について重要事項に関する規程を定めておく。 

① 事業の目的及び運営の方針 

② 従業者の種類、員数及び職務の内容 

③ 営業日及び営業時間 

④ 利用料及びその他の費用の額 

⑤ 通常の事業の実施地域 

⑥ その他運営に関する重要事項 

 

勤務体制の確保等 

適切なサービスを提供出るよう、従業者の勤務の体制を定め、資質の向上のために研修の機会を確

保する。 

 

掲示 

見やすい場所に、運営規程の概要など利用申込者のサービス選択に関係する重要事項を掲示する。 

 

衛生管理 

事業者は、従事者の清潔の保持と健康状態について必要な管理を行うとともに、設備及び備品等に

ついて、衛生的な管理に努める。 

 

秘密の保持等 

サービス従業者は正当な理由なく、業務上知り得た利用者・家族の秘密を漏らしてはならず、サー

ビス担当者会議等において利用者の個人情報を用いる場合にはその利用者の同意をあらかじめ文書に

より得ておく。 

 

居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 

居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に特定の事業者からサービスを利用させること

の対償として、金品その他の財産上の利益を供与してはならない。 
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苦情処理 

苦情受付窓口を設置するなどして利用者・家族からの苦情に迅速・適切に対応し、苦情の内容等を

記録する。 

市町村からの物件提出の求めや質問・照会等に対応し、市町村が行う調査に協力する。 

市町村・国保連からの指導・助言に従って必要な改善を行い、市町村等から求められた場合はその

改善の内容を市町村等に報告する。 

 

事故発生時の対応 

サービス提供により事故が発生した場合には、市町村・家族・居宅介護支援事業者等への連絡を行

うなど必要な措置を講じ、事故の状況や事故に際して採った処置について記録し、賠償すべき事故の

場合には損害賠償を速やかに行う。 

 

会計の区分 

事業所毎に経理を区分するとともに、各介護サービスの事業の会計とその他の事業の会計を区分し

なければならない。 

 

記録の整備 

従業者・設備・備品・会計に関する諸記録を整備する。 

利用者に対するサービス提供に関しては、次に掲げる記録を整備し、完結の日から２年間保存しな

ければならない。 

① 個別サービス計画 

② 提供した具体的なサービスの内容の記録 

③ 市町村への通知の記録 

④ 苦情の内容等の記録 

⑤ 事故の状況・事故に際して採った処置の記録 
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第３ 報酬編 

１ 報酬の算定構造 

（１）訪問リハビリテーション費 

注 注
中山間地域等
に居住する者
へのサービス
提供加算

短期集中リハビ
リテーション実
施加算

　：　中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

病院又は診療所
の場合

基本部分

退院・退所日
又は新たに
要介護認定
を受けた日から
１月以内
＋３４０単位

退院・退所日
又は新たに
要介護認定
を受けた日から
１月超３月以

内
＋２００単位

介護老人
保健施設の場合

イ　訪問リ
ハビリテー
ション費

１回につき　３０５単位 ＋５／１００

ロ　サービス提供体制強化加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　（１回につき　＋６単位）

 

 

（２）介護予防訪問リハビリテーション費 
 

注 注

中山間地域等
に居住する者
へのサービス
提供加算

短期集中リハビリ
テーション実施加算

　　

　：　中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

＋５／１００
イ　介護予防
訪問リハビリテー
ション費

ロ　サービス提供体制強化加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１回につき　＋６単位）

介護老人保健施設
の場合

１回につき　３０５単位

基本部分

退院（所）日又は新
たに要支援認定を
受けた日から３月以

内
＋２００単位

病院又は診療所
の場合

 



 

 10 

２ 基本単価 

通院が困難な利用者に対して、指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療

法士又は言語聴覚士が、計画的な医学的管理を行っている医師の指示に基づき、指定訪問リ

ハビリテーションを行った場合に算定する。 

① 訪問リハビリテーションは、指示を行う医師の診療の日（介護老人保健施設の医師においては、入所

者の退所時又は当該老人保健施設で行っていた通所リハビリテーションを最後に利用した日あるいは

その直近に行った診療の日）から１月以内に行われた場合に算定する。 

別の医療機関の医師から情報提供を受けて、訪問リハビリテーションを実施した場合には、情報提供

を行った医療機関の医師による当該情報提供の基礎となる診療の日から１月以内に行われた場合に算定。 

② 訪問リハビリテーションは、利用者又はその家族等利用者の看護に当たる者に対して１回当たり２０

分以上指導を行った場合に、１週に６回を限度として算定する。 

③ 事業所が介護老人保健施設である場合にあって、医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は

言語聴覚士が、利用者の居宅を訪問して訪問リハビリテーションを行った場合には、訪問する理学療

法士、作業療法士又は言語聴覚士の当該訪問の時間は、介護老人保健施設の人員基準の算定に含めな

いこととする。なお、介護老人保健施設による訪問リハビリテーションの実施にあたっては、介護老

人保健施設において、施設サービスに支障のないよう留意する。 

④「通院が困難な利用者」について 

通院によるリハビリテーションのみでは、家屋内におけるＡＤＬの自立が困難である場合の家屋状況

の確認を含めた訪問リハビリテーションの提供など、ケアマネジメントの結果、必要と判断された場合

は訪問リハビリテーション費を算定できるものである。 

「通院が困難な利用者」の趣旨は、通院により、同様のサービスが担保されるのであれば通院サービ

スを優先すべきということである。 

 

【Ｑ】一日のうちに連続して４０分以上サービスを提供した場合、２回分として算定してもよい

か。 

【Ａ】ケアプラン上、一日のうちに連続して４０分以上のサービス提供が、２回分のサービス提

供であると位置付けられていれば、２回分のサービス提供として算定して差し支えない。 

    (Q&A H21.4.17) 

 

【Ｑ】リハビリテーションマネジメント加算が本体加算に包括化されたが、定期的な評価や計画

表作成は現在と同頻度必要か。 

【Ａ】定期的評価等については従来通り行う必要がある。 

   なお、今回の介護報酬改定に伴い、運営基準の解釈通知も改正し、リハビリテーション実

施に当たっての留意点を追加したところであるので、参照されたい。 (Q&A H21.3.23) 
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３ 加算等 

（１）短期集中リハビリテーション実施加算 

 利用者に対して、集中的に訪問リハビリテーションを行った場合に１日につき加算。 

  ① リハビリテーションを必要とする状態の原因となった疾患等の治療等のために入院、入所した病

院・診療所、介護保険施設から退院、退所した日 

   又は 

  ② 介護保険法第２７条第１項に規定する要介護認定を受けた日 

   から起算して 

 
 
 
 
 
 

【Ｑ】短期集中リハビリテーションの実施にあたって、利用者の状況を勘案し、一日に２回以上

に分けて休憩を挟んでリハビリテーションを実施してもリハビリテーションの実施時間の

合計が４０分以上であれば、短期集中リハビリテーション実施加算を算定できるのか。 

【Ａ】算定可能である。 

    (Q&A H21.4.17) 

 

【Ｑ】一日のうちに例えば８０分以上サービスを提供した場合、週に一日の利用で短期集中リハ

ビリテーション加算を算定できると考えてよいか。 

【Ａ】短期集中リハビリテーションにおいては、一日に４０分以上のサービス提供を週に２日行

った場合算定できることとしているため、ご質問のような算定は行うことができない。 

    (Q&A H21.4.17) 

 

 

（２）中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算 

   事業所の理学療法士等が、別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に

対して、通常の事業の実施地域を越えて、訪問リハビリテーションを行った場合に算

定。 

   ※ 県内の当該加算の対象地域は県庁ＨＰ参照。 

   ※ 支給限度額管理の対象外 

 

 当該加算を算定する利用者については、交通費（指定基準第６６条第３項）の支払をうけるこ

とはできない。    【留意事項】 

 

イ １月以内の期間に行われた場合     ３４０単位 

  → １週につき概ね２日以上、１日当たり４０分以上実施する場合に限る。 

ロ １月超３月以内の期間に行われた場合  ２００単位 

  → １週につき概ね２日以上、１日当たり２０分以上実施する場合に限る。
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【Ｑ】月の途中において、転居等により中山間地域等かつ通常の実施地域内からそれ以外の地域

（又はその逆）に居住地が変わった場合、実際に中山間地域等かつ通常の実施地域外に居住

している期間のサービス提供分のみ加算の対象となるのか。あるいは、当該月の全てのサー

ビス提供分が加算の対象となるのか。 

【Ａ】該当期間のサービス提供分のみ加算の対象となる。 (Q&A H21.3.23) 

 

 

（３）サービス提供体制強化加算 

 

   別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た

事業所が、利用者に対し、訪問リハビリテーションを行った場合に算定。 

 
【別に厚生労働大臣が定める基準】（厚生省告示第２５号７）、【留意事項】 

  指定訪問リハビリテーションを利用者に直接提供する理学療法士、作業療法士又は言語聴覚

士のうち、勤続年数３年以上の者がいること。 

  ⇒ 勤続年数とは、各月の前月末日時点における勤続年数をいう。具体的には、平成２１年

４月における勤続年数３年以上の者とは、平成２１年３月３１日時点で勤続年数３年以上で

ある者。 

  ⇒ 同一法人の経営する他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等におけるサービス

を利用者に直接提供する職員として勤務した年数を含めることができる。  

 

【Ｑ】同一法人内であれば、異なるサービスの事業所（施設）における勤続年数や異なる業種（直

接処遇職種）における勤続年数も通算できるのか。さらに、事業所間の出向や事業の承継時

にも通算できるのか。 

   また、理事長が同じであるなど同一グループの法人同士である場合にも通算できるのか。 

【Ａ】同一法人であれば、異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる職種（直接処遇を行う

職種に限る。）における勤続年数については通算することができる。 

    また、事業所の合併又は別法人による事業の承継の場合であって、当該施設・事業所の

職員に変更がないなど、事業所が実質的に継続して運営していると認められる場合には、勤

続年数を通算することができる。ただし、グループ法人については、たとえ理事長等が同じ

であったとしても、通算はできない。 (Q&A H21.3.23) 

 

【Ｑ】産休や病欠している期間は含めないと考えるのか。 

【Ａ】産休や介護休業、育児休業期間中は雇用関係が継続していることから、勤続年数に含める

ことができる。 (Q&A H21.3.23) 
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（４）その他留意事項 

① サービス種類相互の算定関係 
ア 特定施設入居者生活介護、認知症対等型共同生活介護、地域密着型特定施設入居

者生活介護を受けている者。 
  指定居宅サービス（居宅療養管理指導を除く。）は算定しない。 
イ 短期入所サービスをうけている者 

     訪問サービス（訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハ、夜間対応型訪問

介護）は算定しない。 
ウ 小規模多機能型居宅介護をうけている者 
訪問看護・訪問リハ・居宅療養管理指導・福祉用具貸与を除く在宅サービス・地

域密着型サービスは算定しない。 
 
② 施設入所日退所日等の在宅サービスについて 
ア 介護老人保健施設・介護療養型医療施設の退所・退院日・短期入所終了日 
医療系サービス（訪問看護・訪問リハ・居宅療養管理指導・通所リハ）は算定で

きない。 
訪問介護等の福祉サービスは算定できるが、退所・退院日に通所サービスを機械

的に組み込むといった居宅サービス計画は適正ではない。 
イ 入所・入院当日 
当日でも入所・入院前の訪問通所サービスは別に算定できるが、通所サービスを

機械的に組み込むと言った居宅サービス計画は適正ではない。 
ウ 施設に入所(入院)している人の外泊・介護保健施設サービスの試行的退所の場合 
外泊時・試行的退所算定時に在宅サービス・地域密着型サービスは算定できない。 

 
③ 訪問サービスの利用 
ア 同一時間帯の複数種類の利用 
原則として同一時間帯に１つの訪問サービスを利用。 
介護のために必要な場合に限り、「訪問介護と訪問看護」又は「訪問介護と訪問リ

ハ」又は「夜間対応型訪問介護と訪問看護」の同一時間帯の利用は、それぞれ算定

される。 
イ サービスが行われる「居宅」の考え方 
訪問介護・訪問入浴介護・訪問看護・訪問リハは利用者の居宅で行われるもので、

居宅以外で行われるものは算定できない。 
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「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連す

る事項等について」（平成 18年４月 28日保医発第 0428001号） 
 
 
第４ 医療保険における在宅医療と介護保険における指定居宅サービス等に関する留意事
項 

 
６ リハビリテーションに関する留意事項について 
要介護被保険者等である患者に対して行うリハビリテーションは、同一の疾患等につ

いて、医療保険における心大血管疾患リハビリテーション料、脳血管疾患等リハビリテ

ーション料、運動器リハビリテーション料又は呼吸器リハビリテーション料（以下「医

療保険における疾患別リハビリテーション料」という。）を算定するリハビリテーション

（以下「医療保険における疾患別リハビリテーション」という。）を行った後、介護保険

における訪問リハビリテーション若しくは通所リハビリテーション（リハビリテーショ

ンマネジメント加算又は短期集中リハビリテーション実施加算を算定していない場合を

含む。）又は介護予防訪問リハビリテーション又は介護予防通所リハビリテーション（運

動器機能向上加算を算定していない場合を含む。）（以下「介護保険におけるリハビリテ

ーション」という。）に移行した日以降は、当該リハビリテーションに係る疾患等につい

て、手術、急性増悪等により医療保険における疾患別リハビリテーション料を算定する

患者に該当することとなった場合を除き、医療保険における疾患別リハビリテーション

料は算定できない。 
ただし、患者の状態や、医療保険における疾患別リハビリテーションを実施する施設

とは別の施設で介護保険におけるリハビリテーションを提供することになった場合など

では、一定期間、医療保険における疾患別リハビリテーションと介護保険のリハビリテ

ーションを併用して行うことで円滑な移行が期待できることから、必要な場合には、診

療録及び診療報酬明細書に「医療保険における疾患別リハビリテーションが終了する日」

を記載し、当該終了する日前の１月間に限り、同一の疾患等について介護保険における

リハビリテーションを行った日以外の日に医療保険における疾患別リハビリテーション

料を算定することが可能である。 
また、医療保険における疾患別リハビリテーションが終了する日として最初に設定し

た日以降については、原則どおり、同一の疾患等について医療保険における疾患別リハ

ビリテーション料は算定できないものであるので留意すること。 
























